
決 算 報 告 書



〔一般勘定〕 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考
Ⅰ　収入
　　運営費交付金 1,806 1,806 0 90,793 90,793 0 8,405 8,405 0 2,664 2,664 0 103,669 103,669 0
　　施設整備費補助金 0 0 0 90 0 90 ※１ 366 207 159 ※１ 0 0 0 456 207 249
　　地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 0 0 0 2,547 0 2,547 ※１ 0 0 0 0 0 0 2,547 0 2,547
　　持続可能開発目標達成支援事業費補助金 0 0 0 0 450 △ 450 ※２ 0 0 0 0 0 0 0 450 △ 450
　　政府出資金 0 0 0 2,500 2,500 0 0 0 0 0 0 0 2,500 2,500 0
　　自己収入 0 0 0 880 4,053 △ 3,173 ※３ 147 167 △ 20 ※４ 507 536 △ 29 1,534 4,757 △ 3,222
　　受託等収入 0 0 0 0 0 0 117 669 △ 552 ※５ 0 0 0 117 669 △ 552

計 1,806 1,806 0 96,811 97,796 △ 985 9,036 9,449 △ 413 3,171 3,200 △ 29 110,823 112,251 △ 1,428

Ⅱ　支出
　　一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,203 1,149 54 1,203 1,149 54
　　　物件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 808 808 0 808 808 0
　　　公租公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 395 341 54 ※７ 395 341 54
　　業務経費 1,314 1,250 64 84,507 89,747 △ 5,239 6,811 6,682 129 0 0 0 92,632 97,679 △ 5,047
　　戦略的イノベーション創造プログラム業務経費 0 0 0 3,091 3,378 △ 286 0 0 0 0 0 0 3,091 3,378 △ 286
　　人件費 492 509 △ 17 6,575 6,372 203 1,742 1,697 45 1,968 1,957 11 10,777 10,535 242
　　施設整備費 0 0 0 90 0 90 ※１ 366 163 202 ※６ 0 0 0 456 163 293
　　設備整備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　　地域産学官連携科学技術振興事業費 0 0 0 2,547 0 2,547 ※１ 0 0 0 0 0 0 2,547 0 2,547
　　持続可能開発目標達成支援事業費 0 0 0 0 435 △ 435 ※２ 0 0 0 0 0 0 0 435 △ 435
　　受託等経費 0 0 0 0 0 0 117 533 △ 416 ※５ 0 0 0 117 533 △ 416

計 1,806 1,759 47 96,811 99,931 △ 3,121 9,036 9,075 △ 40 3,171 3,107 65 110,823 113,872 △ 3,049

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　　翌期への繰越による減
※２　　前期からの繰越による増
※３　　開発費回収金、開発成果実施料等収入等による増
※４　　日本科学未来館入場料収入等による増
※５　　国からの受託業務等による増
※６　　前期からの繰越による増及び翌期への繰越による減
※７　　消費税納付額等による減

決　算　報　告　書
（自令和３年４月１日　至令和４年３月３１日）

合計
区分

未来を共創する研究開発戦略の立案・提言 知の創造と経済・社会的価値への転換 未来共創の推進と未来を創る人材の育成 法人共通



〔文献情報提供勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
　　自己収入 577 610 △ 33 ※１
　　繰越金 3,995 3,995 0

計 4,573 4,605 △ 33

Ⅱ　支出
　　一般管理費 14 12 2
　　　物件費 9 8 1 ※２
　　　公租公課 5 4 0
　　業務経費 142 136 6
　　人件費 41 32 9 ※３

計 196 180 16

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　　提供事業売上の増
※２    人件費・消耗品費減による減
※３    事業推進に係る人件費の減

〔革新的研究開発推進業務勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
　　革新的研究開発推進基金補助金 69,600 69,600 0
　　自己収入 2 23 △ 21 ※１

計 69,602 69,623 △ 21

Ⅱ　支出
　　一般管理費 3 3 0
　　　物件費 3 3 0
　　　公租公課 0 0 0
　　業務経費 15,073 14,095 978
　　人件費 337 326 12

計 15,413 14,423 990

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　委託研究費の返金による増
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〔創発的研究推進業務勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
　　創発的研究推進基金補助金 40,060 40,060 0
　　自己収入 1 1 1 ※１

計 40,061 40,061 1

Ⅱ　支出
　　一般管理費 3 1 1
　　　物件費 3 1 1 ※２
　　　公租公課 0 0 △ 0 ※３
　　業務経費 11,050 10,435 615
　　人件費 301 215 86 ※４

計 11,353 10,651 702

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　利息収入の減
※２　管理経費の減
※３　固定資産税等の増
※４　業務系職員人件費の減

〔経済安全保障重要技術育成業務勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
　　経済安全保障重要技術育成基金補助金 125,000 125,000 0

自己収入 0 0 0
計 125,000 125,000 0

Ⅱ　支出
　　一般管理費 0 0 △ 0
　　　物件費 0 0 △ 0 ※１
　　　公租公課 0 0 0
　　業務経費 0 0 △ 0 ※２
　　人件費 1 0 1 ※３

計 1 0 1

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　銀行手数料による増
※２　備品購入による増
※３　業務系人件費の減
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〔寄託金運用勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
寄託金 0 - -
自己収入 0 - -

計 0 - -

Ⅱ　支出
　　一般管理費 0 - -
　　　物件費 0 - -
　　　公租公課 0 - -
　　業務経費 0 - -
　　人件費 0 - -

計 0 - -

（注）

〔助成勘定〕 （単位：百万円）
区分 予算額 決算額 差額 備考

Ⅰ　収入
政府出資金 611,100 611,100 0
財政融資資金借入金 4,000,000 4,000,000 0
自己収入 91 △ 5,377 5,469 ※１

計 4,611,191 4,605,723 5,469

Ⅱ　支出
　　一般管理費 20 18 2
　　　物件費 20 18 2
　　　公租公課 0 0 0
　　業務経費 5,109,594 5,109,502 92
　　人件費 211 144 66 ※２

計 5,109,825 5,109,664 161

（注）
１．各欄と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
２．「予算額」と「決算額」の差額の主な理由は以下のとおり。
※１　資金運用損失による減
※２　業務系人件費の減
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１．寄託金運用業務は機構法第23条第５号のとおり国立大学法人から寄託された業務上の余裕金の運用を行うこ
とであり、当事業年度において、当該業務上の余裕金の寄託がなかったことから表示すべき内容がない。
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